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電気設備点検 千円862
機能強化計画策定 千円5,000

○農業集落排水管渠施設管理事業 千円 （ 千円）23,264 17,062
（目的及び期待する効果）

汚水管渠やマンホールなど適切に管理し，管渠の閉塞等を未然に防止する。また，低地内の

管内にある汚水を自然流下できる高地までポンプ圧送するマンホールポンプの管理を行う。

管渠施設管理事業として，新規に三島処理区真空ステーションの管理業務が開始する。併せ

て，三島Ⅰ期地区の管路台帳整備を実施する。また，東楢戸台線工事に伴う下水道管移設工事

を実施する。

（主な支出）

光熱水費 電気料 千円6,540
通信運搬費 電話料 千円1,998
委託料 管渠清掃 千円3,090
工事請負費 下水道管移設工事 千円6,500

○使用料・受益者負担金事務事業 千円 （ 千円）9,191 10,100
（目的及び期待する効果）

下水道使用料及び受益者分担金の賦課徴収業務を行う。使用料について水道使用料金と併せ

て徴収業務を行うことにより収納率の向上，事務の効率化を図る。

（主な支出）

委託料 下水道使用料収納事務負担金 千円2,681
公課費 消費税納付金 千円6,000

○放射能対策事業 千円 （ 千円）11,266 10,925
（目的及び期待する効果）

放射線量の測定を実施し，乾燥汚泥処理を行う判断をするとともに，住民への情報提供を行

う。

（主な支出）

手数料 汚泥測定 千円562
委託料 汚泥引抜 千円10,692
使用料 有料道路 千円12

■ 市営分譲住宅特別会計

１．概 要

昭和45年，旧伊奈村営分譲住宅事業は，過疎化と地域の活性化を目的に始まりました。

市営分譲住宅事業は，山王新田第１期住宅から東栗山住宅まで，729戸の住宅を分譲いたしま

した。現在も市と契約関係にある居住者は，530戸を数えます。

住宅の土地について地権者と市が賃貸借契約を結び，その土地に対して市と居住者が転貸借契

約を結んでおり，地代について，住宅土地貸付収入として，居住者から市へ納入され，住宅敷地

借上料として市より地権者へ支払いをしております。

平成22年に市と地権者及び居住者とで，2回目となる20年間の契約更新を実施し，今回の契約

更新から地権者及び居住者より，地代額の1%を特別会計の事務手数料として収納しております。

平成25年度より一般会計からの繰入金をなくした独立採算制とし，予算そのものの見直しを図

っております。

２．歳入及び歳出
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（単位：千円，％）（歳 入）

款 平成26年度予算 平成25年度予算 比較 増減率 構成比

使用料及び 795 800 △5 △0.6 1.82

手数料

財産収入 39,750 39,879 △129 △0.3 90.76

繰越金 1 1 0 0 0

諸収入 3,251 3,252 △1 0 7.42

歳入合計 43,797 43,932 △135 △0.3 100.00

（単位：千円，％）（歳 出） 款 住宅費

節 平成26年度予算 平成25年度予算 比較 増減率 構成比

需用費 23 29 △6 △20.7 0.05

役務費 128 133 △5 △3.8 0.29

委託料 371 289 82 28.4 0.85

使用料及び 40,175 40,381 △206 △0.5 91.73

賃借料

負担金，補助金 3,100 3,100 0 0 7.08

及び交付金

歳出合計 43,797 43,932 △135 △0.3 100.00

■ 水道事業会計

１．概 要

25 9 44,651 16,691 1つくばみらい市の水道事業は 平成 年 月末で給水人口 人 給水戸数 戸， ， ，

日平均配水量 ㎥で稼動している。平成 年度末に策定予定の水道施設更新基本計画を14,037 25
基に，利用者への継続的かつ安定的な給水サービスの提供のため，平成 年度より順次，構築26
物等や管路施設の更新工事を行う。

平成 年度も，茨城県企業局が行う県西広域水道用水供給事業（水海道浄水場）からの受水26
と，井戸から汲み上げた地下水を浄水することにより，安定した給水に努める。

浄水施設や配水施設など水道施設の運転管理・維持管理は，引き続き民間企業への包括管理委

託によって効率的・効果的に行うとともに，定期的に水質検査を実施し適正管理に努める。

上下水道料金の徴収事務業務については，お客様へのサービス向上と，水道料金等の徴収業務

にかかる経費の削減のため，引き続き民間活力導入による業務委託を実施する。

２．収益的収入及び支出

（単位：千円，％）（収入）

款 項 平成26年度 構成比 平成25年度 構成比 増減額 増減率

1,405,386 100.0 1,111,298 100.0 294,088 26.5水 道 事 業

1,128,362 80.3 1,076,495 96.9 51,867 4.8収益 営業収益

277,024 19.7 34,803 3.1 242,221 696.0営業外収益

（単位：千円，％）（支出）

款 項 平成26年度 構成比 平成25年度 構成比 増減額 増減率

1,364,521 100.0 1,078,545 100.0 285,976 26.5水 道 事 業

1,290,073 94.5 1,006,638 93.3 283,435 28.2費用 営業費用

46,672 3.4 49,407 4.6 △2,735 △5.5営業外費用

7,776 0.6 2,500 0.2 5,276 211.0特別損失

20,000 1.5 20,000 1.9 0 0予備費


